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河川愛護河川愛護河川愛護河川愛護活動支援事業活動支援事業活動支援事業活動支援事業    実施要領実施要領実施要領実施要領    

 第１ 趣旨   より良い河川の維持管理と良好な河川環境の保全を目指し、より多くの県民の皆様に地域の河川を愛し親しんでもらうために、県管理河川において地域住民等が組織した団体が行う草刈や清掃などの自発的な活動を積極的に支援する。 
 第２ 支援内容  （１）草刈、清掃等活動への報奨金支援  （２）活動団体への表彰  （３）団体名を表示した看板の設置  （４）傷害保険への加入 
 第３ 対象となる活動  県管理の一級河川における以下の活動を対象とする。  （１）河川敷地の草刈  （２）ゴミ拾い等の清掃  （３）アレチウリ等、外来植物の駆除 （４）その他、河川の維持管理と環境保全に寄与する作業 
 第４ 対象団体  （１）地域自治会（行政区）、老人クラブ、小中学校、企業、地域ボランティア等、 概ね１０名程度以上で組織する各種団体 
 第５ 参加方法（団体登録）  （１）団体の登録 河川愛護活動に参加する団体（以下「活動団体」という。）は、「団体登録申請書」（様式１）を建設事務所長へ届け出るものとする。 また、届け出た「団体登録申請書」の内容に大きく変更があった場合は、その都度変更届けを行うものとする。 なお、これまでに既に結成届を提出し活動に参加している愛護団体や協定を締結して活動に参加している河川アダプトプログラム団体は、「団体登録申請書」の提出は不要とする。 

  （２）登録証の発行     建設事務所長は、団体登録申請があった場合は、活動内容や構成員等の申請内容を審査の上、「団体登録証」（様式２）を発行する。     なお、これまでに既に活動に参加している団体については、結成届や協定内容を確認の上、「団体登録証」（様式２）を作成し、団体へ発行する。 
  （３）登録の解除     活動団体は、解散等により活動を続けられなくなった場合は、「解散届」（任意様式）を建設事務所長へ届け出るものとする。 
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第６ 活動への支援  （１）草刈や清掃等の活動支援     登録団体（第５による登録団体）が実施した活動（第３に該当する活動）に対し、活動実績報告（第７による活動実績報告）に基づき、報償金を支給し、活動の支援を行う。     なお、報奨金の支給基準は、別表１に定めるところによるものとし、支給金額は、当年予算の範囲内で按分支給するものとする。 
  （２）団体表彰     建設事務所長は、河川の維持管理や環境保全活動を自発的に活動し、多大な成果をあげるほか、他の団体の模範となるなど表彰にふさわしいと認める団体に対し表彰（感謝状）することができるものとする。（表彰基準：活動期間が概ね 2年以上）     また、建設事務所長は、活動団体の活動履歴を把握し、「長野県知事表彰」、「河川功労者表彰」など各表彰制度の基準を満たす団体の推薦に努めるものとする。 
  （３）団体名表示看板の設置     活動団体が、団体名を表示した看板の設置を希望する場合は、「表示看板設置申請書」（様式３）により申請することができる。     建設事務所長は、申請があった場合は、表示看板を作成し、設置するものとする。     また、活動団体が解散または活動を中止した場合は、表示看板を撤去するものとする。 
  （４）傷害保険への加入     県（河川課）は、活動団体の構成員を対象に傷害保険に加入する。     傷害保険内容は、以下のとおりとする。      【対象】活動中に被った傷害      【保険内容】        死亡・後遺障害  100万円        入院       1,500円／日（ただし、事故日から 180日を限度）        通院       1,000円／日 （ただし、通院90日間かつ事故の日から180日を限度） 
  （５）ゴミ処理への協力依頼     建設事務所長は、活動団体の活動によって発生したゴミの処理について、関係市町村に協力を依頼するものとする。      第７ 活動実績報告  （１）活動団体は、毎年 1回 1月までに「河川愛護活動団体支援事業活動実績報告書（以下「実績報告書」という）」（様式４）に活動実績を記載の上、建設事務所長へ報告するものとする。 
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第８ 経過措置     本実施要領施行時に協定を締結して活動しているアダプトプログラム団体においては、その協定期間内は従来の取り扱いとする。 「第５ 参加方法（団体登録）」における団体登録は、協定期間の満了時にあわせて実施するものとする。     「第６ 活動への支援 （１）草刈や清掃等の活動支援」については、協定期間内は、従来とおりの消耗品の支給とする。 なお、実施要領施行時に協定期間が満了し、［河川愛護活動支援事業］へ移行する団体にあっても、活動経費の確保などの対応が難しく、当年度の活動に支障がある団体は、平成 24年度は、準備期間として従来とおりの消耗品の支給とする。 


